
令和７年度公営企業会計システム更新業務プロポーザル 

チェックリスト（参加表明書等） 

□ プロポーザル参加表明書（様式第 1 号） □押印は、代表者印又は委任をする場合には「委任 

状」の使用印を押印すること。 

□委任をする場合には、「委任状（様式第 4 号）」の 

委任先の情報を記入すること。 

□ 事業者の概要、参加資格確認（様式第 2 号） □入札参加資格申請書の提出有無の記載はあるか。 

□「参加資格条件の確認」欄はすべて「はい」と記 

入されていること。 

□  業務実績（様式第 3 号） □過去５年間（令和２年４月から令和７年３月ま 

で）の上下水道事業公営企業会計システムの構築 

及び運用の支援に関する業務を処理した実績を 

全て記載していること。 

□ 委任状（様式第 4 号） （委任する場合のみ） 

□申請者が営業所等の長へ本プロポーザル、見積、 

契約の締結・履行等に関する権限を委任する場合 

のみ作成すること。 

□実印（委任者）、使用印（受任者） 

□受任者の「商号又は名称」の欄は、「☆☆会社△ 

△支店」等と記入すること。 

□ 誓約書（様式第 5 号） □誓約者は本店であること。 

□印鑑は実印を押印すること。 

□ 登記簿謄本又は履歴事項全部証明書 

（写し可） 

（小城市に入札参加資格申請書を提出している場合は省略可） 

□本店の所在地を管轄する法務局で発行される、商 

業登記簿謄本または商業登記の履歴事項全部証 

明書若しくは現在事項全部証明書。 

□証明内容は申請時の現状を証明するものに限る。 

□ 市区町村民税に未納がないことの証明書 

（写し可） 

（小城市に入札参加資格申請書を提出している場合は省略可） 

□本店の所在地を管轄する官公庁等にて発行され 

たもの。 

□申請日から 3 か月以内に発行されたものに限る。 

□納税証明書（税金を納めていることの証明）では 

なく、未納のない証明（完納証明）になっている 

こと。 

□ 都道府県民税の完納証明書 

（写し可） 

（小城市に入札参加資格申請書を提出している場合は省略可） 

□本店の所在地を管轄する官公庁等にて発行され 

たもの。 

□申請日から 3 か月以内に発行されたものに限る。 



□納税証明書（税金を納めていることの証明）では 

なく、未納のない証明（完納証明）になっている 

こと。 

□ 国税の完納証明書 

（写し可） 

（小城市に入札参加資格申請書を提出している場合は省略可） 

□本店の所在地を管轄する官公庁等にて発行され 

たもの。 

□申請日から 3 か月以内に発行されたものに限る。 

□納税証明書（税金を納めていることの証明）では 

なく、未納のない証明（完納証明）になっている 

こと。 

□ 財務諸表類 （小城市に入札参加資格申請書を提出している場合は省略可） 

□直近１年度のみ 

□貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計 

算書 

□ 業務に必要な許可、認可等を証する書類の

写し 

□「事業者の概要（様式第 2 号）」の「情報セキュ 

リティマネジメントシステム(ISMS)適合性評価 

制度等の認証状況」に記載されている許可、認証 

等を証する書類の写し。 

 


